別記様式第12号（第14条関係）

企業立地奨励金等交付申請書
　　年　　月　　日　
　那須烏山市長　宛て

事業者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては、主たる事務所の所在地　
並びに名称及び代表者の氏名）　　　　　

　企業立地奨励金等の交付を受けたいので、那須烏山市企業の誘致及び立地を促進する条例第９条第１項及び那須烏山市企業の誘致及び立地を促進する条例施行規則第14条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。
	事業者
	住所（所在地）
	

	
	氏名（名称）
	

	
	代表者名
	

	対象事業
	対象業種
	

	
	目的・内容
	

	対象施設等・従業員住宅
	名称
	

	
	設置場所
	

	
	操業・供用開始年月日
	年　　月　　日

	
	交付期間
	年度から　　　　年度（　年間）

	企業立地
奨励金
	交付申請年度
	　　　　　　年度

	
	交付申請額
	円　

	
	固定資産税
算定額
	円　

	
	
	対象施設等に
係る
固定資産税額
	家　　屋
	円　

	
	
	
	償却資産
	円　

	
	
	
	土　　地
	円　




	企業立地
奨励金
（続き）
	賃借料等算定額
（年間賃借料の100分の10の額）
	円　

	
	
	対象施設等に
係る年間賃借料
	家　　屋
	円　

	
	
	
	土　　地
	円　

	用地取得
奨励金
	交付申請額
（土地の取得に要した経費の100分の10の額）
	円　

	
	
	土地の取得価額
	円　

	
	
	土地の取得に要した経費
	　円　

	雇用促進
奨励金
	交付申請額
（新規雇用者の数に30万円を乗じて得た額）
	円　

	
	
	新規雇用従業員
	人　

	従業員住宅設置奨励金
	交付申請額
（従業員住宅に係る固定資産税額）
	円　

	
	
	家　　屋
	円　

	
	
	土　　地
	円　

	添付書類
	


[bookmark: _Hlk146294551]
[bookmark: _Hlk146294621]備考　雇用促進奨励金に係る新規雇用従業員の数は、雇用開始届出及び新規雇用従業員名簿に基づき算定する。
※事務処理欄
　審査
□　認定事業計画と交付対象となる対象施設等、従業員住宅及び土地の突合
□　操業又は供用開始届出書に基づく調査結果と交付対象となる対象施設等、従業員住宅及び土地の突合
□　認定事業計画に係る操業又は従業員住宅の供用の継続確認
□　交付の対象となる固定資産税又は経費の納付又は支払が完了していることの確認
□　年間賃借料の算定にあっては、操業又は供用開始届出書に記載の操業（供用）開始年月日から起算し、該当する年の年間賃借料の支払が完了していることの確認
□　納期が到来している市税及び使用料その他の市の税外収入金に係る滞納の有無の照会
